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平 成 ２０ 年 度  収 支 予 算 書 
平 成 ２０ 年 度  収 支 予 算 書 総 括 表  

（ 自 平成２０年４月１日  至 平成２１年３月３１日 ） 

   
（単位:千円） 

科目 一般会計 
戦略的情報化
機器等整備事
業特別会計 

内部取引消去 合計 

Ⅰ 事業活動収支の部         
１ 事業活動収入         
①基本財産運用収入 540     540 
 基本財産利息収入 540     540 
②特定資産運用収入 1,700     1,700 
 運営強化資金利息収入 1,700     1,700 
③会費収入 36,650     36,650 
 １号会員会費収入 19,200     19,200 
 ２号・３号会員会費収入 17,450     17,450 
④事業収入 21,460     21,460 
  請負等事業収入 21,460     21,460 
⑤補助金等収入 4,927     4,927 
 国庫補助金収入 4,927     4,927 
⑥預託金収入   7,764,000   7,764,000 
 返還預託金収入   7,109,000   7,109,000 
 事故預託金返還収入   25,000   25,000 
 回収納付金収入   20,000   20,000 
 設備処分返還収入   1,000   1,000 
 戦略的情報化機器等整備事業引当預金取崩収入   609,000   609,000 
⑦雑収入   5,016   5,016 
 雑収入   5,016   5,016 
   事業活動収入計 65,277 7,769,016 0 7,834,293 
２ 事業活動支出         
①事業費支出 30,790     30,790 
  日本自転車振興会補助事業費支出 9,860     9,860 
  請負等事業費支出 14,170     14,170 
  自主事業費支出 6,760     6,760 
    情報収集・提供事業費支出 3,450     3,450 
    その他自主事業費支出 3,310     3,310 
②預託金支出   7,653,000   7,653,000 
 預託金支出   7,653,000   7,653,000 
③管理費支出 34,320 116,016   150,336 
 人件費支出   50,736   50,736 
  役職員給与手当支出 19,300     19,300 
  福利厚生費支出 1,500     1,500 
  会議費支出 600     600 
  旅費交通費支出 3,450 486   3,936 
  通信運搬費支出 800     800 
  消耗品費支出 300     300 
  什器備品費支出 100     100 
  印刷製本費支出 300     300 
  光熱水料費支出 300     300 
  賃借料支出 4,100     4,100 
  諸謝金支出 1,700 4,455   6,155 
  租税公課支出 100     100 
  情報機器リース料支出 770     770 
 事務庁費支出   44,064   44,064 
 委託費支出   16,275   16,275 
  雑支出 1,000     1,000 
   事業活動支出計 65,110 7,769,016 0 7,834,126 
     事業活動収支差額 167 0 0 167 
Ⅱ 予備費 167 0 0 0 
    当期収支差額 0 0 0 0 
    前期繰越収支差額 74,749 0 0 74,749 
    次期繰越収支差額 74,749 0 0 74,749 
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【 一 般 会 計 】 
（ 自 平成２０年４月１日  至 平成２１年３月３１日 ） 

    
（単位:千円） 

科目 予算額 前年度予算額 増減 備考 

Ⅰ 事業活動収支の部         
１ 事業活動収入         
①基本財産運用収入 540 250 290   
 基本財産利息収入 540 250 290   
②特定資産運用収入 1,700 1,600 100   
 運営強化資金利息収入 1,700 1,600 100   
③会費収入 36,650 37,700 △1,050   
 １号会員会費収入 19,200 19,200 0   
 ２号・３号会員会費収入 17,450 18,500 △1,050   
④事業収入 21,460 20,300 1,160   
 請負等事業収入 21,460 20,300 1,160   
⑤補助金等収入 4,927 4,977 △50   
 日本自転車振興会補助事業収入 4,927 4,977 △50   
⑥雑収入 0 250 △250   
 雑収入 0 250 △250   
   事業活動収入計 65,277 65,077 200   
２ 事業活動支出         
①事業費支出 30,790 29,158 1,632   
  日本自転車振興会補助事業費支出 9,860 9,958 △98   
  請負等事業費支出 14,170 14,800 △630   
  自主事業費支出 6,760 4,400 2,360   
    (情報収集・提供事業費支出) 3,450 1,600 1,850   
    (その他自主事業費支出) 3,310 2,800 510   
②管理費支出 34,320 35,450 △1,130   
  役職員給与手当支出 19,300 17,500 1,800   
  福利厚生費支出 1,500 3,200 △1,700   
  会議費支出 600 700 △100   
  旅費交通費支出 3,450 4,100 △650   
  通信運搬費支出 800 800 0   
  消耗品費支出 300 500 △200   
  什器備品費支出 100 300 △200   
  印刷製本費支出 300 600 △300   
  光熱水料費支出 300 150 150   
  賃借料支出 4,100 4,100 0   
  諸謝金支出 1,700 1,400 300   
  租税公課支出 100 200 △100   
  情報機器リース料支出 770 900 △130   
  雑支出 1,000 1,000 0   
   事業活動支出計 65,110 64,608 502   
     事業活動収支差額 167 469 △302   
Ⅱ 予備費 167 169 △2   
    当期収支差額 0 300 △300   
    前期繰越収支差額 74,749 74,449 300   
    次期繰越収支差額 74,749 74,749 0   

     
（注）1.収支予算書は当年度から「公益法人会計における内部管理事項について」（平成 17 年3 月 23 日 公益法人等の指導監
督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に示された３区分の様式により作成している。 

    2.前年度予算額は、前年度の収支予算書の科目を当年度予算額の科目に対応させて組み替えて表示している。 
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【 戦略的情報化機器等整備事業特別会計 】 
（ 自 平成２０年４月１日  至 平成２１年３月３１日 ） 

   
（単位：千円） 

科目 予算額 前年度予算額 増減 備考 

Ⅰ 事業活動収支の部         
１ 事業活動収入         
①預託金収入 7,764,000 7,843,000 △79,000   
返還預託金収入 7,109,000 6,929,000 180,000   
事故預託金返還収入 25,000 30,000 △5,000   
回収納付金収入 20,000 20,000 0   
設備処分返還収入 1,000 1,000 0   
戦略的情報化機器等整備事業引当預金取崩収入 609,000 863,000 △254,000   
②雑収入 5,016 1,345 3,671   
 受取利息収入 0 0 0   
 雑収入 5,016 1,345 3,671   
   事業活動収入計 7,769,016 7,844,345 △75,329   
２ 事業活動支出         
①預託金支出 7,653,000 7,722,500 △69,500   
 預託金支出 7,653,000 7,722,500 △69,500   
②管理費支出 116,016 121,845 △5,829   
  人件費支出 50,736 50,736 0   
  諸謝金支出 4,455 4,455 0   
  旅費支出 486 486 0   
  事務庁費支出 44,064 50,943 △6,879   
  委託費支出 16,275 15,225 1,050   
   事業活動支出計 7,769,016 7,844,345 △75,329   
    事業活動収支差額 0 0 0   
    当期収支差額 0 0 0   
    前期繰越収支差額 0 0 0   
    次期繰越収支差額 0 0 0   

     
（注）1.収支予算書は当年度から「公益法人会計における内部管理事項について」（平成 17 年3 月 23 日 公益法人等の指導監 

     督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に示された３区分の様式により作成している。 

      

    2.前年度予算額は、前年度の収支予算書の科目を当年度予算額の科目に対応させて組み替えて表示している。 

      

 


